
独立行政法人の中期目標期間終了時の 

見直し案の検討方向について 
 

平成 16 年 12 月 7 日 
 
１．再編・統廃合 
 
 ○ 有識者会議において、再編・統廃合の議論のあった 22 法人
を 12 法人に再編（▲10 法人） 

   
◇廃止： 
○ 消防研究所（廃止して消防庁に統合・吸収、移行要員は 

５割メドの削減） 
○ 農業者大学校 

   
◇統合： 
○ 国立青年の家と国立少年自然の家と国立オリンピック記
念青少年総合センター 

○ 産業安全研究所と産業医学総合研究所 

○ 農業・生物系特定産業技術研究機構と農業工学研究所と
食品総合研究所 

○ 水産総合研究センターとさけ・ます資源管理センター 

○ 土木研究所と北海道開発土木研究所 

○ 海技大学校と海員学校 

 
２．非公務員化 
 
○ 有識者会議で指摘された研究・教育関係 25 法人、職員数 
約 8,300 人が今回の見直しで新たに非公務員化 

 
  ◇非公務員化する職員数の内訳： 
     

文部科学省 約 1,300 人（８月末時点で表明） 
農林水産省 約 5,600 人 
国土交通省 約 1,200 人 
厚生労働省 約   100 人 

                 
○ 既に非公務員化が予定されているもの等４法人を含め、 
29 法人（約 12,100 人）が非公務員化 



（参 考）  

研究・教育関係２５法人の職員数 
（平成１６年１月現在）  

＜文部科学省＞  
○ 防災科学技術研究所 １０７人 
○ 国立オリンピック記念青少年総合センター ６２人 
○ 国立女性教育会館 ２７人 
○ 物質・材料研究機構 ５４１人 
○ 放射線医学総合研究所 ３６１人 
○ 国立科学博物館 １４５人 
○ 大学入試センター １０５人 

計 １，３４８人 
 

＜農林水産省＞  
○ 農業・生物系特定産業技術研究機構 ２，８６７人 
○ 農業工学研究所 １３０人 
○ 食品総合研究所 １２５人 
○ 農業生物資源研究所 ４１８人 
○ 農業環境技術研究所 １９２人 
○ 国際農林水産業研究センター １６１人 
○ 水産総合研究センター ８８５人 
○ さけ・ます資源管理センター １４３人 
○ 農業者大学校 ４２人 
○ 森林総合研究所 ６７２人 

計 ５，６３５人 
 

＜国土交通省＞  
○ 土木研究所 ２１２人 
○ 北海道開発土木研究所 １７４人 
○ 海技大学校 ８２人 
○ 海員学校 １４７人 
○ 航海訓練所 ４５３人 
○ 港湾空港技術研究所 １０８人 

計 １，１７６人 
 

＜厚生労働省＞  
○ 産業安全研究所 ４９人 
○ 産業医学総合研究所 ７４人 

計 １２３人 
 

（※）既に非公務員化が予定されている法人等 
○ 産業技術総合研究所（非公務員化予定） ３，１３０人 
○ 国立青年の家（非公務員化済み） ３０５人 
○ 国立少年自然の家（非公務員化済み） ２６５人 
○ 日本貿易保険（非公務員化済み） １５０人 

 


